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１. 16年 3月期の業績（平成 15年 4月  1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績

売 上 高営 業 利 益経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 29,380 (6.0) 512 (29.8) 690 (63.3)

15年  3月期 27,714 (0.6) 394 - 422 -

  当 期 純 利 益 １株当たり
当期純利益

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 1,741 (37.4) 54.83 - △　129.2 6.1 2.4

15年  3月期 1,267 - 39.90 - △   44.7 3.7 1.5

(注)①期中平均株式数 16年  3月期    31,762,139 株　　　15年  3月期      31,771,178 株 

    ②会計処理の方法の変更　　　 有

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配 当 金 総 額配 当 性 向株 主 資 本

中間 期末 (年間) 配当率

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期 0.00 0.00 0.00 0 - -

15年  3月期 0.00 0.00 0.00 0 - -

（注）16年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　         0円    00 銭、　特別配当　           0 円    00 銭

(3)財政状態
総 資 産株 主 資 本株 主 資 本 比 率１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 11,648 △   469 △   4.0 △ 14.78

15年  3月期 11,105 △ 2,225 △  20.0 △ 70.06

(注)①期末発行済株式数　16年  3月期 　31,760,854 株　15年  3月期 　    31,765,931 株

 　 ②期末自己株式数　　16年  3月期  　　 19,146 株　15年  3月期 　      　14,069 株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年  4月  1日  ～  平成  17年 3月  31日 ）
売 上 高経 常 利 益当 期 純 利 益 １株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 17,400 380 630 － －

通　期 32,600 780 1,100 －

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              34 円  61 銭

※　上記の予想は本誌量の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因

　　によって予想数値と異なる可能性があります。

　　なお、上記予想に関する事項は、添付資料４ページをご参照ください。



 

 

６．個別財務諸表等 

 

（１）貸借対照表                                               （単位：千円） 

期 別 

 

前 事 業 年 度 末 

（平成15年3月31日現在） 

当 事 業 年 度 末 

（平成16年3月31日現在） 

 

増  減 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

   （ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流動資産  

    現金及び預金 2,504,540 1,006,028  △  1,498,512

    受取手形 227,121 230,276  3,155

    売掛金 2,122,899 3,808,509  1,685,610

   製品及び商品 1,562,778 978,588  △    584,190

   原材料 369,000 904,786  535,786

   仕掛品 69,351 108,419  39,068

    前渡金 234 -  △        234

    前払費用 68,439 50,115  △     18,324

   繰延税金資産 472,497 506,176  33,679

   関係会社短期貸付金 1,134,690 978,880  △    155,810

    未収入金 303,868 513,723  209,855

    その他 3,443 11,310  7,867

    貸倒引当金 △  18,488 △   9,693  8,795

流動資産合計 8,820,372 79.4 9,087,117 78.0 266,745

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

  建物及び構築物 27,293 30,940  3,647

  機械及び装置 13,212 61,564  48,352

  工具器具備品 11,065 42,089  31,024

  土地 11,182 4,490  △      6,692

  有形固定資産合計 62,752 0.6 139,083 1.2 76,331

２．無形固定資産 27,081 0.2 19,751 0.2 △   7,330

３．投資その他の資産  

    投資有価証券 222,453 243,423  20,970

    関係会社株式 1,025,857 1,025,857  -

    関係会社長期貸付金 2,530,990 2,019,110  △  511,880

    破産債権、再生債権、更生債権  213,343 206,705  △      6,638

その他これらに準ずる債権  

    長期前払費用 1,446 957  △        489

    繰延税金資産 - 11,244  11,244

    保険積立金 8,746 8,746  -

    その他 50,510 47,610  △      2,900

    貸倒引当金 △  1,858,343 △ 1,160,705  697,638

投資その他の資産合計 2,195,002 19.8 2,402,947 20.6 207,945

固定資産合計 2,284,835 20.6 2,561,781 22.0 276,946

資産合計 11,105,207 100.0 11,648,898 100.0 543,691
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                                                          （単位：千円） 

期 別 

 

前 事 業 年 度 末 

（平成15年3月31日現在） 

当 事 業 年 度 末 

（平成16年3月31日現在） 

 

増  減 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

 （ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流動負債  

   支払手形 - 58,297  58,297

    買掛金 1,648,852 7,406,896  5,758,044

   短期借入金 7,321,000 1,306,000  △ 6,015,000

   一年以内返済予定の長期借入金 1,048,000 1,048,000  -

   未払金 - 99,028  99,028

   未払費用 183,377 75,395  △   107,982

   未払法人税等 10,362 11,312  950

   未払消費税等 5,144 -  △   5,144

   前受金 3,481 1,773  △    1,708

   預り金 10,410 20,369  9,959

   賞与引当金 - 59,905  59,905

   製品保証引当金 55,601 56,456  855

流動負債合計 10,286,227 92.6 10,143,431 87.0 △   142,796

Ⅱ 固定負債  

   長期借入金 2,096,000 1,048,000  △  1,048,000

   退職給付引当金 948,333 926,995  △   21,338

固定負債合計 3,044,333 27.4 1,974,995 17.0 △  1,069,338

負債合計 13,330,560 120.0 12,118,426 104.0 △ 1,212,134

 

（ 資 本 の 部 ） 

 

Ⅰ 資本金 1,937,000 17.5 1,937,000 16.6 -

Ⅱ 資本剰余金  

   資本準備金 1,324,200 1,324,200  -

資本剰余金合計 1,324,200 11.9 1,324,200 11.4 -

Ⅲ 利益剰余金  

   利益準備金 243,351 243,351  -

   当期未処理損失 5,694,034 3,952,646  △  1,741,388

利 益 剰 余 金 合 計 △ 5,450,683 △49.1 △ 3,709,295 △31.8 1,741,388

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △     34,563 △ 0.3 △     19,990 △ 0.2  14,573

Ⅴ 自 己 株 式 △      1,307 △ 0.0 △      1,443 △ 0.0  △     136

資 本 合 計 △ 2,225,353 △20.0 △   469,528 △ 4.0 1,755,825

負 債 ・ 資 本 合 計 11,105,207 100.0 11,648,898 100.0 543,691
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   （２）損益計算書                                                （単位：千円） 

期 別 

 

前 事 業 年 度 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

当 事 業 年 度 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

 

増  減 

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  ％  ％  

Ⅰ 売上高 27,714,902 100.0 29,380,654 100.0 1,665,752

Ⅱ 売上原価 25,138,492 90.7 26,757,106 91.1 1,618,614

  売上総利益 2,576,410 9.3 2,623,548 8.9 47,138

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,181,575 7.9 2,111,028 7.2 △  70,547

営業利益 394,835 1.4 512,520 1.7 117,685

Ⅳ 営業外収益  

   受取利息 94,078 91,047  △   3,031

      受取配当金 1,147 259,106  257,959

   ロイヤリティー収入 30,160 27,916  △   2,244

その他 10,397 4,399  △   5,998

  営業外収益合計 135,782 0.5 382,468 1.4 246,686

Ⅴ 営業外費用  

   支払利息 70,746 140,781  70,035

   為替差損 32,731 42,965  10,234

   その他 4,305 20,627     16,322

  営業外費用合計 107,782 0.4 204,373 0.7 96,591

経常利益 422,835 1.5 690,615 2.4 267,780

Ⅵ 特別利益  

   固定資産売却益 224,255 -  △  224,255

   貸倒引当金戻入益 68,702 700,455  631,753

  特別利益合計 292,957 1.1 700,455 2.3 407,498

Ⅶ 特別損失  

   固定資産除却損 3,487 -  △    3,487

   投資有価証券評価損 37,154 -  △   37,154

   物流センター移転費用 - 21,058  21,058

   割増退職金 - 24,962  24,962

   減損損失 - 12,857  12,857

  特別損失合計 0.1 0.2 

税引前当期純利益  

40,641

675,151 2.5

58,877

1,332,193 4.5 

18,236

657,042

法人税、住民税及び事業税 △ 120,052 △ 0.4 △   357,123 △ 1.2  △   237,071

法人税等調整額  △ 472,497 △ 1.7  △   52,072 △ 0.2  420,425

当期純利益 1,267,700 4.6 1,741,388 5.9 473,688

前期繰越損失 6,961,734 5,694,034  △ 1,267,700

当期未処理損失 5,694,034 3,952,646  △  1,741,388
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（３）損失処理案                                                   （単位：千円） 

期 別 前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 増  減 

科 目 金 額 金 額 金 額 

当 期 未 処 理 損 失 5,694,034 3,952,646 △   1,741,388 

合      計 5,694,034 3,952,646 △   1,741,388 

これを次のとおり処理いたします。 

次 期 繰 越 損 失 5,694,034 3,952,646 △   1,741,388 
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
 
当社は、当事業年度末において 469,528 千円の債務超過になっております。当該状況により、「継続企業の前提に関す

る開示について」（日本公認会計士協会監査委員会報告第 74 号）で定める「継続企業の前提に関する重要な疑義の存在」

に該当しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、当事業年度を計画初年度とする｢オリエントグループ新中期 3ヵ年計画｣を策定し、当

該計画達成に向けて、時計事業における収益力強化を図るとともに、当社の親会社でもあり、かつ、当社グループの情報

関連事業及び電子デバイス事業の主要取引先であるセイコーエプソン株式会社から事業上の支援を受けております。当社

は同社との間で上記計画達成に向けた良好な取引関係を構築しております。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響は財務諸表には反映されておりません。 

 

重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１） 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法により評価しております。 

（２） その他有価証券 

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法(時価と比較する取得原価を移動平均法により算

定し、評価差額は全部資本直入法により処理する方法)により評価しております。 

時価のないもの 移動平均法による原価法により評価しております。 

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１） 製品及び商品  移動平均法による原価法によっております。 

（２） 原材料     主として移動平均法による原価法によっております。 

（３） 仕掛品     主として総平均法による原価法によっております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

     （１）有形固定資産   定率法（ただし、平成 10 年４月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く）につ 

いては定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物     10～47 年 

  構築物    10～40 年 

  機械及び装置  8～10 年 

    （２）無形固定資産   定額法を採用しております。 

               なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年） 

に基づく定額法を採用しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

        外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお 

ります。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権については、当該為替予約の 

円貨に換算しております。 

    ５．引当金の計上基準   

（１）貸倒引当金    金銭債権の貸倒れに備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等 

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており 

ます。 

    （２）賞与引当金    従業員に対する賞与の支給に備え、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して

おります。 

（３）製品保証引当金  将来の製品保証に伴う支出に備え、過年度のアフターサービス費の売上高に対する 

発生率に基づいて計上しております。 

（４）退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基 

づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期 

間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事 

業年度から損益処理することとしております。 

６．リース取引の処理方法 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  ７．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理を採用しております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

へッジ手段 …… 為替予約 

ヘッジ対象 …… 外貨建売上債権及び未収入金 

（３）へッジ方針        為替リスク低減のため、外貨建売上債権及び未収入金にヘッジ対象を限定し、実需の

範囲内でヘッジを行っております。 
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（４）へッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象のリスクに関する条件が同一であるため、ヘッジ有効性の評価を省略しており

ます。 

 

 ８．その他財務諸表作成の基本となる重要な事項 

    （１）消費税等の会計処理方法 

        消費税等の会計処理方法は、税抜方式を採用しております。 
（２）連結納税制度の適用 

       当社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用しております。 

 

 
会計処理の変更 
                                     

前事業年度 

（自 平成 14 年 4月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 15 年 4月 1日 至 平成 16 年 3月 31 日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準(｢固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成 14 年

 8 月 9 日))及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣

 (企業会計基準適用指針第 6号 平成 15 年 10 月 31 日)が平

 成 16年 3月 31日に終了する事業年度に係る財務諸表から適

 用できることになったことに伴い、当事業年度から同会計基

 準及び同適用指針に準拠しております。この結果、適用しな

かった場合と比較して税引前当期純利益は 12,857 千円減少

しております。 

 なお、減損の対象となった資産の貸借対照表における表示

は、減損損失を当該資産の取得原価から直接控除する形式に

よっております。 

  

 
追加情報 
                                     

前事業年度 

（自 平成 14 年 4月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 15 年 4月 1日 至 平成 16 年 3月 31 日） 

 (未払従業員賞与) 

 従来、事業年度末日までに支給額が確定しておりました従

業員賞与は、当事業年度末においては労使交渉が継続中であ

 り支給額が確定しておりません。そのため、当事業年度の負

 担額につきましては、支給見込額を基礎として計上すること

 といたしました。 

 このことに伴い、リサーチ・センター審理情報[No.15](｢未

 払従業員賞与の財務諸表における表示科目について｣(日本公

認会計士協会 平成 13 年 2月 14 日))に基づき、前事業年度

 末において「未払費用」に含めて表示しておりました未払従

業員賞与(前事業年度末 51,342 千円)は、当事業年度末にお

いては「賞与引当金」として表示しております。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 28 - 
 

 



 
 
注記事項 
 

（貸借対照表関係）                                      
前事業年度末 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

当事業年度末 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 129,007 千円 １．有形固定資産の減価償却累計額 627,526 千円

２．授権株式数     普通株式 48,000,000 株 ２．授権株式数     普通株式 48,000,000 株

  発行済株式総数   普通株式 31,780,000 株   発行済株式総数   普通株式 31,780,000 株

３．自己株式の数    普通株式 14,069 株 ３．自己株式の数    普通株式 19,146 株

４．関係会社に対する資産・負債 ４．関係会社に対する資産・負債  

   売掛金 484,357 千円    売掛金 3,095,274 千円

   未収入金 291,375 千円    未収入金     488,708 千円

   買掛金 757,865 千円    買掛金 7,015,252 千円

５．保証債務  ５．保証債務  

  下記の会社の借入金に対して債務保証しております。   下記の会社の借入金に対して債務保証しております。 

   O.R.TIME(HK)LTD. 603 千円    O.R.TIME(HK)LTD. 529 千円

   秋田オリエント精密株式会社 74,000 千円    秋田オリエント精密株式会社 20,000 千円

   株式会社ユーティーエス 150,000 千円    株式会社ユーティーエス 10,000 千円

計 224,603 千円 計 30,529 千円

６．受取手形割引高は 93,843 千円であります。（内輸出為 ６．             

替手形割引高は 93,843 千円であります。）  

７．資本の欠損の額は 5,695,341 千円であります。  ７．資本の欠損の額は 3,954,089 千円であります。 

８．当事業年度において、国庫補助金の受入れにより、構築物 ８．過年度に取得した固定資産のうち、国庫補助金の受入れ

ついて 6,300 千円の圧縮記帳を行いました。 により、貸借対照表計上額から控除している圧縮記帳累

なお、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳 累計額は構築物 6,300 千円であります。 

  累計額は、構築物 6,300 千円であります。  

  

 

（損益計算書関係） 
 

前事業年度 

（自 平成 14 年 4月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 15 年 4月 1日 至 平成 16 年 3月 31 日） 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお １．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

  りであります。   りであります。 

 販売費  販売費 

  給料手当 478,607 千円   給料手当 487,706 千円

  退職給付費用 54,939 千円   賞与引当金繰入 35,004 千円

  雑給 195,514 千円   退職給付費用 52,519 千円

広告宣伝費 260,407 千円   雑給 192,261 千円

  貸倒引当金繰入額 14,755 千円 広告宣伝費 206,411 千円

  減価償却費 3,241 千円   貸倒引当金繰入額 707 千円

  業務委託費 174,898 千円   減価償却費 1,641 千円

  運搬費 129,796 千円   業務委託費 132,192 千円

 一般管理費   運搬費 118,080 千円

  給料手当 69,995 千円  一般管理費 

  退職給付費用 14,466 千円   給料手当 50,639 千円

  減価償却費 9,992 千円   賞与引当金繰入 9,410 千円

  業務委託費 7,080 千円   退職給付費用   12,705 千円

     減価償却費 9,269 千円

     業務委託費 13,517 千円

２．関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。 ２．関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。

  当期仕入高（材料仕入を含む）    9,440,409 千円   売上高  23,026,793 千円

  受取利息    93,509 千円   当期仕入高（材料仕入を含む）  17,147,826 千円

   外注加工費  5,817,495 千円

   受取利息  90,908 千円

   受取配当金  257,569 千円

３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ３． 

  土地    224,255 千円  

４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ４． 

  建物及び構築物    1,678 千円  

  機械及び装置    19 千円  

  車両運搬具   41 千円  

  工具・器具・備品    1,749 千円  
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①リース取引 

前事業年度 

（自 平成 14 年 4月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 15 年 4月 1日 至 平成 16 年 3月 31 日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

  び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

  び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

 

期末残高

相当額

機械及び装置

工具器具備品

ソフトウェア

 

千円 

 

7,918 

137,702 

3,420 

 

千円 

 

1,979 

97,151 

713 

千円

5,939

40,551

2,707

合計 149,040 99,843 49,197

 

 

  

取得価額

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

 

期末残高

相当額

 

 

 

機械及び装置 

工具器具備品 

ソフトウェア 

千円

24,994

161,013

6,441

 

千円 

 

24,300 

89,815 

5,689 

千円

694

71,198

752

合計 192,448 119,804 72,644

 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内   32,706 千円   １年内   29,612 千円

  １年超    41,447 千円   １年超   20,536 千円

    計     74,153 千円 計   50,148 千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

   支払リース料 42,432 千円    支払リース料 36,344 千円

   減価償却費相当額 39,791 千円    減価償却費相当額 34,785 千円

   支払利息相当額 1,731 千円    支払利息相当額 1,001 千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額         同     左 

  法によっております。 

 

 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額         同     左 

  を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息  

  法によっております。  

    

 
 
 
 
②有価証券 
前事業年度（自 平成 14 年 4月 1日 至 平成 15 年 3月 31 日）及び当事業年度（自 平成 15 年 4 月 1日  

至 平成 16 年 3月 31 日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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③税効果会計 
 

 当事業年度（自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 3 月 31 日 ） 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産（流動） 

  貸倒引当金繰入限度超過額 451,408 千円

  繰越欠損金 340,113 千円

  たな卸資産評価損 77,066 千円

その他 53,161 千円

  小計 921,748 千円

  評価性引当額 △    415,572 千円

繰延税金資産（流動）合計 506,176 千円

 

 繰延税金資産（固定） 

  退職給付引当金繰入限度超過額 362,823 千円

  繰越欠損金 706,783 千円

関係会社株式評価損 323,098 千円

  その他 36,580 千円

小計 1,429,284 千円

  評価性引当額 △  1,418,040 千円

繰延税金資産（固定）合計 11,244 千円

 

繰延税金資産の純額 517,420 千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 

の差異の原因となった項目別の内訳 

 

  法定実効税率     42.1 %

    交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3 %

  住民税均等割 0.8 %

控除不能の外国税額 0.2 %

    税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.0 %

  評価性引当額 △  72.6 %

  その他 △   2.5 %

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 △  30.7 %

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産の修正額等 

 

繰延税金資産（流動）の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度においては 42.1%、 当事業年度 

においては 40.7% としております。この変更により、従来の税率によった場合と比較して繰延税金資産 

（流動）の金額は 13,197 千円減少し、法人税等調整額の金額が同額増加しております。なお、繰延税金 

資産（固定）に係る税率の変更はありません。 
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役   員   の   異   動 

 

 

１．代表者の異動 

  該当事項はありません。 

 

 

２．役員の異動（平成 16 年 6 月 29 日予定） 

（１） 新任取締役候補 

常務取締役    渡邊  淳（現 統括部長（商品企画・生産調達担当）） 

取 締 役    吉村 昌弘（現 統括部長（国内営業担当）兼東日本営業部長） 

取締役（非常勤） 滝沢  享（現 セイコーエプソン株式会社経営企画部長） 

 

（２） 退任予定取締役 

取 締 役    飯山 雅一 

 

（３） 新任監査役候補 

監 査 役    飯山 雅一（現 取締役） 

監査役（非常勤） 草深 完至（現 セイコーエプソン株式会社経理部長） 

 

 （４）退任予定監査役 

    監 査 役    今川 哲夫 

監査役（非常勤） 石井 康夫 

    監査役（非常勤） 小野 昌喜 
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